
 

 

 

 

第５次越谷市総合振興計画 

後期基本計画（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和○年○月 

越谷市 





13

14

16

18

2

2

2

3

10

3

4

4

4

5

5

6

6

7

7

7

8

8

9

9

9

106

4



11１

1１２

1１６

１2０

１2４

2

3

3

4

14

14

15

15

15

15



1



2





4





6





8





　本市の歳入は、個人所得の増加などを背景に、自主財源の根幹である市税は緩やかな増加傾

向にありますが、人口減少の局面を迎えるなかで、今後の見通しは、不透明な状況です。 

　一方、歳出は、事業の「選択と集中」により、限られた財源の効率的・効果的な配分に努めてい

ますが、近年、急激に物価等が上昇するなかで、少子高齢化の進展などに伴う扶助費の増加を

はじめ、頻発化・激甚化する自然災害への対応や、老朽化が進んでいる公共施設等の更新・維持

管理が求められるなど、さらなる歳出の増加が想定されます。

　社会経済情勢が日々刻々と変化し、国の税制度や財政対策、各種制度がめまぐるしく改正され

るなかで、将来の財政状況を見通すことは極めて難しい状況にありますが、財政計画の見通しの

もと、健全財政の維持に努めるとともに、各種施策を効率的・効果的・横断的に推進し、基本構想

に示す将来像の実現に向けて取り組みます。
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さまざまな課題が顕在化してきています。

すべての市民が簡単に行政

にアクセスでき、そのサービスを享受できる仕組みづくりが求められています。
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　市が保有する情報の積極的な公開・提供により、行政への理解や信頼を深めるとともに、広

報紙、ソーシャルメディア等の多様な情報発信媒体を活用して市政情報を発信することで、市

政への参加・協働を促します。

　また、地域コミュニティ活動への支援を通じて、市民活動の重要性や市民個人の社会的役割

への理解を深めることにより、より多くの市民が主体的に市政やまちづくりにかかわるまちを

目指します。
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複雑・多様化した市民ニーズにきめ細かに対応するためには、持続可能な行政施策の推進とと

もに、担い手となる市民の市政参加と協働によるまちづくりが求められます。

市民が市政に参加しやすく、その意義を実感できる環境づくりを進めるために、市民ニーズや

地域コミュニティ組織の課題の把握に努め、本市の地域特性に応じた施策を展開する必要

があります。

情報発信媒体の特性にあわせて情報を発信し、ソーシャルメディア等を戦略的に運用していく

必要があります。
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　政策や施策の立案、実施および評価のそれぞれの過程において、多様な参加が可能となるよ

う審議会等への参加、パブリックコメント（意見公募手続）等の制度を有効に活用するとともに、

「ホンネ de こしがや～市長と話そう越谷の未来！～」（市長と市民による懇談会）、市政世論調査、

説明会、ワークショップなどを効果的に実施し、多くの市民が市政に参加しやすい環境を整備します。

市が実施する懇談会・ワークショップ等の参加者数について、累計4,300人を目標とする。（令和３

年度からの累計）

累計1,494人懇談会・ワークショップ等の参加者数 累計4,300人
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目指す
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